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(2) 経済的結合による経済的目的達成の可能性
経済的結合の活動が影響を及ぼす範囲をどのようにして設定すればよいので
あろうか。この問題点の梗概をまとめておかなければならない。経済的結合が
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経済の基本目的を達成するためには，原則としてすでに政策手段の性格を帯び
ている次の三つの手段目的を突き止めておく必要があると考える？）
① 経済的な基本目的を達成できる可能性は，国家の主管官庁や非国家の当
該官庁が経済政策に及ぽす影響の中にありそうである。様々な結合は，「最も異
なった手段で， ・・・一つあるいは他の方向に講ずる施策に関する担い手の決
定に影響を与えようとする合この施策の宛名は，国家の主管官庁の場合には，
議会，行政権のある官庁，裁判所及び世間であり，非国家の当該官庁の場合に
は，官僚（行政事務官），職員，勢力のある成員及び世間である：00)
この国家の担い手及ぴ非国家の決定を行う担い手の影響については，集団の
利益という意味で経済経過を構成させるために，結合はその集団の利益をでき
るだけ広範に適用させようとする。
② 経済的な基本目的を達成できる第2の可能性は，市場与件の変化，競争
の制限，経済的な反対勢力の形成などがあるという背景の中にある：01）経済的結
合が，例えば，カルテルの機能も満たさなくても，経済的結合はカルテルとは
異なる方法で競争を制限する：02）この活動を「競争における公正」として，「忠
誠」として，「根絶する競’争の阻止」などと名づければ，経済的結合がその成員
いかんによって競争を規制しようとしていることを表わしている。この目的は，
結合という組織集団の経済活動においても実現されるものである。
このような二つの可能性に関連して，次のことがわかる。 トゥーフトフェル
トがまさしく強調したように：o：｛）様々な結合が国家の決定担当者と非国家の決
定担当者に影響を与えて競争を制限しようとするし，第三の競争中立的な手段
目的も達成しようとするであろう。このことは少しは顧慮すべきことである。
③ 経済を構成する者は経済的結合の情報活動によって直接影響を受け，し
かも経済の外部へ拡延した活動によって影響を受ける。これらの情報が経済の
成員でない者にも入手できる場合には，行動の影響はあり得る。
他方では，それらの情報活動によって，その状態の解明が行われる。物価上
昇，費用状態，収益状態，消費増大，輸出増などの与件の準備によって，それ
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らの増大を考慮して整備される現実の観念は，しかもそれに関連し，経済主体
に根ざした観念は，修正することができる？）これらの情報については，企業者
の決定過程の影響も将来の企業成長に関する情報も可能で、ある。「的確な情報，
何よりもまず経済構造で目立つ変化によって・・・失敗の決定はある程度避け
られる行）これに対応して，的確でない予測の場合には，失敗の決定は呼び起こ
される。さらに，一つの結合が存在すれば，この結合から目的の影響が出る。
すでに集団を成している結合の場合に備わった性格からみれば，この結合の際
の凝集力がその結合の目的観に相関的な影響を与える。ある特定の目的行動に
影響を与える集団規範の効力とともに，行政指導についても学校教育や職業教
育についても，ある特定の目的観が達成されるであろう。
このような結合のι情報による誘導活動ヂ）の意義は，これまでのところ周知
のことであった。しかし，経済政策的陳述が高まれば，その結果として経済主
体の情報は一つの結合にとって重要なことであり，情報は結合が活動するため
の第一歩として最も重要な動機となる。その動機は次の少なくとも三つの側面
に内在しており，また必要になると考える。
第1の側面は，個人的な支援のほか，技術的，税法的及ぴ労働法的な諸問題
（個人の情報の必要性）の中に内在している。
第2の側面は，経済政策的な情報が必要で、あるとし寸問題に内在している。
第3の側面は，社会政策的な情報が必要視されるということに内在してい
る了7)
諸結合の成員はその情報の必要性をそのような勢力に求めている。このこと
は，それらの側面からみた情報が成員の経済的決定において考慮され，従って
経済的結合は経済主体の行動の影響を広げるという結論は一目瞭然である：08)
情報活動の競争を制限する情報とそれを制限しない情報は容易に区別できな
い。ヴェルナァが強調しているように，それらの情報活動は，「最終的にはまっ
たく本来のカルテルの否定に通じるナ）からで、ある。そのような二つの情報活動
分野は相互に俊別することがむづかしいのに，情報活動は自主的な重要な経済
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政策の手段を実現させる経済政策の目的として認められている。従って，経済
的結合は次の三つの方法で影響を与えることができる。
① 経済的結合が集団の利益で国家の主管官庁及び非国家の当該官庁の決定
を変更しようとする場合には，この当該官庁についてこの結合のできるだけ広
範な目的に適応する経済現象に影響を与えることができる。
② 経済的結合が経済計画を調整する際に調整前の段階のデータと調整後の
段階データを変更する場合に，経済的結合はその変更を行う理由を明白にし，
修正に取り掛かる必要がある。
③ 経済的結合が現在と将来の情報についてその成員の経済行動を経済の外
部から拡延した活動の影響を受ける場合には，経済的結合はその背景の修正に
着手する必要がある。
このような三つの方法は，例えば，オームが展開した類型学をみれば，妥当
なものである：10）すなわち，経済政策が諸結合及び経済政策的な諸結合，ひいて
は市場結合に該当する。この区別はその基本目的が一つの手段目的についての
み達成しようとしている個々の経済的結合（例えば，カルテル）の場合には達
成可能で、あるが，経済的結合の機能が拡大するので，経済的結合の展開過程に
おいてこの結合の限界が消失することが多い：11）このように，経済的結合の活動
の強度や拡大には何らかの傾向がある。
経済的結合が同時に様々な領域で活動し，従って経済的結合の三つの類型は
理論的に価値があるものと認識できるのに，それらの類型は実際には殆ど適用
されていない。この適用難の問題があるからと言って，経済的結合が経済政策
の担い手にはなり得ないということにはならない。次の根本的な視点に起因し
ているからである。経済的結合は，事後的には，社会的諸目的も個人の諸目的
（例。個人や集団のそれぞれの福祉の保証と維持）も持っている。これらの目的
は，国家の主管官庁あるいは非国家の当該官庁が及ぼす影響に基づいて，ある
いは経済の外部から拡延した活動に基づいて実現するか否かに関わる諸目的で
ある。これらの目的実現の問題は，この問題がある特定のどのような状況下に
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あるかという中間的な適性の有無の問題になる了2）この問題は，いみじくもオー
ムが指摘しているように，経済政策の構成的要素，すなわち，経済政策の目的
関連性，状況拘束性及び手段選択が満たされるか否かの問題で、ある！13）経済政策
の担い手はある特定の結合の活動範囲に対してのみ作用するので，換言すれば，
さらにその活動範囲の限界では多様な経済政策の手段を実現させる経済政策の
目的の聞には代替可能な目的があるので，非合目的的な性格がある。経済的結
合は，ある特定の状況において国家の経済政策が及ぼす影響（例。減税，補助
金）に関連して，ある特定の所得の増加を経済的側面から調整したり，あるい
は情報で誘発した生産力増大を通じて達成したりできるか否かを考慮、して，そ
のどちらかを選択する必要がある。この単純な例は，経済的結合の基本目的が
理論的に考察され，一つの手段目的あるいは二っか三つの手段目的の組合せが
実現することを意味している。従って，経済的結合の活動範囲は明白な中間的
な性格を持つものである。一つの経済的結合が経済政策の担い手として行動す
るか否かは，その活動範囲の問題ではない。このことは経済政策の目的の実現
を図るために必要な生産力効果と所得分配効果によって誘発きれか否かの問題
であり，それらの効果が誘発されることを表わしているア）
(3) 経済的結合の類型
既述のように，「結合」の概念からみれば，多種多様な結合の類型がある。経
済的動機の有無からみれば，まったく本来の役割を果たさない多数の結合があ
る。この諸「結合」に関する議論には，経済的結合，従って経済的利益が組織
化されたものもある。経済的利益は各産業の組合や連合体，その他の結合のよ
うな「企業結合Jにみられる。
「企業結合」については，個別企業が利益を受けとめるのに組織化された方
策を採っていることに気づかなければならないと考える。
経済的結合には，どのような結合があるのであろうか。ここでは， トゥーフ
トフェルトが類型化115）した次の三つの類型があると考えたい。どの類型も相互
に明確に区別できるものである。
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第 1の類型は，連合会や会議所と呼ばれるものである。会議所は，公的法的
に，従って行政官庁に類似した組織体の自己管理組織として職務を行うもので
ある。この最も重要な例は，産業別の上部団体（例。連合会，会議所，協会な
ど）である。経済関係の団体はその加盟企業の経済的利益を代表し，個別企業
聞や産業聞の利益の均衡を図っている。その主要な活動は加盟企業の経営的，
法的及び技術的相談・協議の領域で行うとともに，国家の諸施策に対する立場
の表明は国家の管理に対して一連の高次の機能を持つものである。この両方の
理由，つまり，高次の機能の代表とされた関連する公的法的な構成から，経済
的結合の議論では連合会や会議所はこれまで問題視されていなかった。この結
合の類型を広範な例，それもわが国の事例で捜せば， JA（旧農協）連合会， 日
本製薬工業協会（略称：製薬協）， 日本商工会議所， 日本医師会，消費者団体，
経団連， 日経連，経済同友会などの団体を見つけることができる。
第2の類型は，「狭義の経済的結合」である。これはその成員の利益要求をこ
の結合の内外に求めるものである。この結合には，本来の結合とともに，企業
別労働組合，大企業や中小企業の何らかの結合が入る。
第3の類型は，「市場結合Jである。市場結合については，既述のように，マ
インホルト，ギールシュ，ゼラフィーム，オーム，プリュームレ，シュナイダ
ァ，メーラァ，シャツハトシャーベルが概念規定しているが，これらの論者の
見解とは異なり， トゥーフトフェルトはあくまでも範時上「経済的結合」に含
められるものを考えている。すなわち，市場結合は何らかの形態で市場条件の
決定や変更を狙うものである。この結合の例は，カルテル（企業連合），経団連，
企業別労働組合の上部団体である労働団体などである。
カルテルは，主として特定の産業内の寡占企業が加盟して生産量を割り当て
たりして，利潤の極大化が図れるように生産量と生産物価格を決定するという
経済条件の決定と変更を行う結合である。経団連は，経済情勢や経済の見通し
に基づいて経済的（賃金，技術などについての）行動や政治的行動をしている
経済界で最上位の結合である。労働組合もその作用様式を市場結合に求めるが，
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その基本構造は人的結合に基づいている。この意味で，労働市場は企業者側の
結合と労働者側が経済的に対立するという特殊性を表わしている。
いずれにしても，経済的結合の活動はそれぞれの関連法律である程度規制き
れている。例えば，わが国の場合にも，価格カルテル，不況カルテルなどを除
いて，カルテルの結成は独占禁止法で禁止されているので，カルテルは「結合」
論議ではいかなる役割も果たしていない。
これらの結合の三つの類型聞の移行は流動的で、ある。例えば，第2の類型は，
ボイコットとか賃金引上げなどに着目すれば，第3の類型になるからである。
3類型の区別は，「結合」の議論の様々な問題領域を明白に区切るので，合目的
的な区別である。本来の「結合」論議の対象は本質的には第2の類型として示
した「狭義の経済的結合」である。
(4) 経済的結合の機能
経済的機能の結合は本来どのようなことであろうか。根本的には経済的結合
の機能は，その結合の成員の結合内部の利益を対象とするか否か，あるいはそ
の利益を結合の外部に求めるか否かによって区分することができる戸これに
対応して，経済的結合の内部機能と外部機能に区分できる。この区分の場合，
経済的結合の機能は成員にとって共通の私経済的専門的利益を目指すか否か，
また個人と国家の聞の危機分野を目指すか否かを基準にすれば，さらに私経済
的機能と経済政策的機能に区分できると考える：17)
まず，経済的結合の機能を私経済的内部機能，経済政策的内部機能，私経済
的外部機能及び経済政策的外部機能の四つに区分し，それぞれの機能について
説明する。
①私経済的内部機能
まず，内部私経済的機能が作用する領域では，経済的結合全体の活動のかな
りの部分は成員の私経済的利益を要求するために経済的結合が引き受ける様々
な課題（これは組織化された利益代表にこそ課きれている。）の中に含まれてい
るものである。その課題は，例えば，専門的知識を駆使して市場調査を行い，
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あれば，この結合の統計結果を国家に自由に与えるので，経済的結合は国家を
助ける場合が多い。このような機能は国家を越えて国際的な制度の枠内（例。
E C統合）でもますます重要になってきている。
この経済政策的外部機能が一方で、国家の情報収集に役立てば，他方でその時
々の組織集団である経済的結合の利益代表に役立てば，やはり時の経過につれ
て概して経済的結合の「罪の記録ア）と名づけたトゥーフトフェルトの一連の事
実の事態が考えられる。個々の経済分野や経済領域の欠点（増税，関税率の上
昇，食料品の値上がりなど）を寄せつけないために，あるいは特定の利点（減
税，関税率の引下げ，食料品の値下げ，新しい競争の制限，補助金など）を勝
ち取るために，国家の経済政策の決定に影響を与えようとすることが考えられ
る。経済的結合の活動のこの部分だけが問題であるが，この部分は総じて「結
合」論議ですでに解決済みである。
経済的結合の機能は異常に多様で、ある。このことは確証できることである。
きらに，経済的結合の大部分は積極的に評価されるべきである。もちろんそれ
だけではない。市場経済を表わすような非常に錯綜した相異なる秩序の機能力
を持つためには不可欠のことであることも確証できる。
(5) 経済的結合の問題点
① 経済的結合が経済政策の意思形成に及ぼす影響に関する問題点
この影響に関する問題点を閤明にするために最も重要な方法ないし取扱い方
と手段を提示したい。
経済的結合の役割を理解するためには，経済的結合がこの結合に有利になる
ように世論，議会及ぴ行政に及ぼす影響を考える必要がある。
経済的結合が諸結合のうち，まず最初に，世論に及ぽす影響のどこに問題点
があるのであろうか。本質的には，その影響については次の(i）と (i）の二つの
影響を見分けることができる。
( i ) 経済的結合が世論に及ぽす影響
経済的結合が経済政策の決定を望ましい意味で達成するために，世論を形成
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し，最終的には政党とその委任者に影響を与えようとする目的を持つ世論へ及
ぼす影響がある。この世論への影響について， トゥーフトフェルトは次のこと
を強調している。「根本は，常に前議会的領域（世間）に余りにも影響を及ぼす
ので，（中略）諸結合の願望を成就させることが問題である吋）そのため， トゥ
ーフトフェルトはこの領域を前議会的領域と名づけている。このように，世間
は選挙を通じて政党の計画に声明した目的体系を全部仮定し，あるいは否認す
る場合に限り，世論は経済的結合である利益集団の行動の出発点を表わしてい
る。それについては世間は政府に永続的な物的圧力を加勢する。政党と政府に
対する世間すなわち一般大多数の国民の勢力状態が経済的結合をはじめその他
の諸目的を理解しよ 7とし，それに依存しないで諸結合の威信を保持しようと
している限り，その勢力が諸結合を利用させることになる：20)
経済的結合が経済政策の意思形成に及ぼす影響を把握するための「手段」と
して，次の二つの手段が問題になる。
（対現代の情報手段とコミュニケーション手段。世論の影響は，最も単純に
みれば，新聞や専門雑誌に現われる。新聞や経済専門誌は，通常その見解はも
ともと経済的結合の見解と一致する傾向にあるので，少しは適している。重要
なことは，経済的結合が世論に何を要求し，提議するのかということである。
そうするためには， 日刊紙や一般的な経済専門誌は論説，解説，記事，新聞広
告，読者欄，写真などの形態で多数の可能性を提供している。テレビやラジオ
も現今の世論の保護や啓蒙のための広範な可能性を提供している。
あらゆる種類の出版物には広告が入っている。場合によっては，年次報告，
国会やその委員会，国の大臣から諮問を受けた協議会，審議会及び委員会，地
方議会やその委員会，一般的な会議や集会の報告，時には請願書，陳情書など
も入っている出版物もある。
若干の経済的結合は大抵の場合雑誌，パンフレット，書籍などを出版するよ
うな科学的性格を持つ本来の機関を持っている。
さらに，スローガンによる方法がある。スローガンは経済政策の意思形成に
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間接的な圧力を与えないが，それでも常に繁用されるので，世論に影響を及ぽ
すことができる。
（イ） デモなどのよフな直接行動。ある影響の大小が直ちに認識できなくても，
その影響を及ぽそっとした手段は多くの場合何らかの前提を設けるので，その
場合に適用した手段はやはり過小評価することはできない。その際，スローガ
ンやポスターなどを用いて社会心理学に根ざした広告や宣伝の経験が活用きれ
る場合が多い。これに対して，どっしりとした重圧を与えるような多くの影響
の形態は粗く明白に作用する。例えば，デモンストレイション，静かな行進，
抗議示威運動，ストライキの威嚇，それらの類似の挙行などは経済政策の意思
に感知で、きる圧力をかけようとする手段であるが，それらの行動は世論形成の
内部で対立した影響を喚起できる。換言すれば，そのような世論に対する外的
公的な影響は不利な効果と本来の望ましい効果とが対立する作用を及ぼすの
で，世論に公開した影響であるという長所が見えにくい手段となっている。
(i) 議会の常例にかなった決定委員会の影響。政党は議会制民主政治では
議会と世論との聞の自然的な仲介者となるべきである。
この政党に関連した問題設定については，二つの段階に区分して考える。一
つは，政党が政治的信念の組織集団として形成きれて活動する場合には，経済
的利害は殆ど役割を果たさないということである。このことは政党が活動計画
を構成する場合には議会内の党派の意思形成に影響を及ぼすことになる。
この事象は次の四つの側面で，また相異なる形態で生じる：21)
（対経済的結合が選挙時の投票か資金かその両方を提供する限り，この結合
がある特定の政党を支持すること。多くの諸結合は選挙時の投票だけで支持し，
その他の結合は資金だけで支持している。政党の影響に関して，本質的に経済
的結合の投票にだけ比重を置くような結合は組織構造的に弱い。これらの結合
は政党には一般に選挙前にのみ興味がある。それに従って資金力は弱いが成員
が強い結合の組織構造的な無力はよくあることである。そのような結合はすべ
て一般に選挙前にのみ政党に著しい影響を及ぼすことができる。選挙やじとし
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て興味を抱くからである。
これに対して，資金提供の典型的な例は，つまり，経済的結合を通じて政党
や選挙の資金を調達することは問題である。政党がそのような資金を当てにし，
そのことから経済的結合の反対要求は明瞭な大きな反対もできないからであ
る。この場合，影響が出る可能性の程度は実に様々なものがある。経済的結合
だけが労働組合，企業及ぴ産業的結合に相当する作用を及ぼすことは持続的な
影響が残るかもしれない。労働組合の場合，資金も投票も提供しなければなら
ないので，労働組合の役割は格別大きい。
（イ） 経済政策の意思形成に影響を及ぽすものとして議会を取り上げないわけ
にはいかない。この影響には二つの方法があると考える。一つは，個々の経済
的結合の代理を派遣することであり，もう一つはロビイスト（国家への陳情者，
議案通過運動者）のロビイ活動を通じて議会を取り扱うことである〔（労〕。
前者の方法は議会内の党派のいわゆる「結合の色合い」を表わしており，い
わば持続的に有効で、あると思われる構造的な影響を及ぼすものである。そのた
めの前提は経済的結合を含む諸結合と政党の聞の関係がどうであるかというこ
とである。この関係では，選挙資金とともに，政党が専門家を必要とすること
も大きな役割を果たしている。議会内の党派の老練家は多くの場合諸結合の代
表者である。その党派の「結合の色合い」の広範な動機として選挙運動に対す
る政党の関心がある。諸結合の代表者も含めた議会の議案通過を自主的にいか
に強くしていくのであろうか。このことは新開では議会選挙に，従って各利害
集団に負担を負わせることを表わしている。
議会の党派の「結合の色合い」は何よりもまず様々な委員会において成り立
っている。その際，その結合という組織集団において何かの法案準備の場合に
は結合の代表者が重要になる。そのため，経済的結合の利害は経済政策の諸問
題を審議する委員会に明白に集中する。経済的結合は競合するが，この競合が
どこに存在するのかは，最良の場合には利害調整の方法，すなわち，すでに委
員会レベルで、は妥協に至っていることに関わっている。これに対して，不利な
-13 (13) 
場合には，委員会ではいわゆる「経済的結合が孤立した場所」を形成する。同
じ利害状態を持つ経済的結合の代表者が多くの党派から一つの委員会で、会合す
れば，該当する委員会の「結合の色合い」は党派の色合よりも強化されるから
である。この点に経済的結合の危険な問題点がある。
議会主義，特に政党と議会の党派における諸結合の代表者の公的活動がある。
その際，その方法というのは政党が諸結合に歩み寄るか，当該結合の老練家が
候補者として推薦するか，諸結合が一つの政党に依頼し，諸結合の側面から宣
伝し，資金的にも支援するのにふさわしい老練家を推薦するかのどちらかであ
る。と同時に，大抵の場合選挙運動が問題である。そのょっな行動の場合，そ
れにふさわしい政党や議会の党派に対して永続的な影響を及ぽす諸結合が生ま
れるであろう。議会における諸結合の代表者の課題は，諸結合の利害に関連し
た観点を法案の準備のときから持つことである。様々な政党では諸結合の代表
者が同じ利害を持つ場合には，経済政策の手段も合致するであろうから，その
代表者は同じように一面的な影響を受けるであろう。諸結合の代表者が異なる
利害を持つ場合には，政党外の協定も党派外の協定も結ぼれる場合もあり得る。
（司 議会の構造的な色合いとともに，ロビイストが一人一人の代議士に与え
る影響が問題である。その影響の与え方は人的接触の仕方に現われている。と
りわけ，代議士が経済的結合の要請を受け入れず，秘せば，選挙戦に二度と再
び支援されないとう脅威がある。このことはロピイストが「見えない政府」，「圧
力者」，「第三の議会」，あるいは代議士の「マッサージ師」とみなされること122)
をみれば，理解できる。
ロビイ主義，従って政党ないし議会の党派あるいは諸結合の代表者（議会の
ロビイで政治家，特に代議士に接触するロビイスト。図2-1参照）による個
々の国民の代表者である代議士の永続的な影響あるいはその場その場の影響が
ある。
そのほか，大抵の場合諸法律や諸規則に関する将来の決定を経済的結合を含
む諸結合の視点から議論するために，議会や行政の代表者はその諸結合の老練
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図 2ー 1 経済政策決定過程に及ぽすロピイストの影響
資料：タイヒマン， U.『経済政策』第2版， 1983年， 40頁。
家ないし専門家の集団的な併発から生まれてくる。
判最後に，経済的結合が行政に及ぼす間接的な影響がある。この影響は一
般に特定の利害の格別危険なことが投射される領域の中の集中口に現われるも
のである。その利害は公聞きれないので，一般の大多数の人々からみれば，利
害の帰属がどこに何になるかわからない。この利害の危険性は，法案準備の場
合には，議会とその委員会が行政の老練家に有利になるように漸次取り上げる
ことにつながっていることに現われている。規則立てた物事が複雑になるほど，
ロビイストの影響とともに，専門的知識を持つ行政官僚の影響はますます大き
くなる。全法案の約3分の2は，国情によって異なるとしても概して政府議案
として提出されている。議会の発議権は小きくなっている。しかし，経済的結
合が何らかの特定の方法で、行政に影響を及ぽしていることは統計的論拠がなく
てもわかる。
行政領域において経済政策の意思形成に影響を及ぼすもう一つの方法は，重
要な行政状態で信頼できる人々が組織する経済的結合を形成させる行政官僚の
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後押しから得られる方法であるア3）この方法は政党から十分に得られることで
あるが，経済的結合の出し抜けの要求に応じて得られることが多い。この行政
官僚の後押しという方法は異常と言えるほど有効な手段である。
しかし経済的結合が行政に間接的な影響を及ぼす可能性は，行政官僚の後
押しという方法よりもむしろ経済的結合の代表者が関与する重要な行政状態を
設定できるところにある。大抵の場合，その可能性は経済的結合を含めた諸結
合の成員か主賓として所属する行政の代表者に対して公式にあるいは非公式に
影響を及ぼす場合の行政と諸結合との狭義の関係の中にある。このような経済
政策の決定に及ぽす影響を明らかにするために重要な方法には格別含蓄があ
る。物欲の増大に対処できないという困難性といわゆる財の希少性に従って，
専門的知識を持ち，熟達した行政官僚が基礎資料，原案，素案などを苦心惨憎
して作り上げ，決定するという側面を生み出すからである。
さらに，民主政治それ自体は諸政党，議会内の諸党派，諸結合の合作を証明
するようなものである。経済的結合を含めた諸結合はそれらの可能性を強く，
しかも十分に利用し尽くすことによって諸結合独自の提案を議会よりもむしろ
行政領域で大いに出している。
以上の意味で，経済的結合が行政に及ぼす影響は，カイザァの言葉を借りれ
ば，極めて重々しいものである：24)
② 経済的結合が経済政策の意思形成に及ぼす影響の判断に関する問題点
この判断は極めて異なっている。一方で、は，多元社会では，経済的結合は地
方分権的な影響を及ぼす社会学的に重要な組織集団として認められており，経
済的結合の成員の代表者の正当な課題も認められている。極端に言えば，多元
社会は一般に組織集団の利害の組織化とその重奏を通じて構成され，機能的に
なる。他方では，経済的結合は「疑わしい勢力集団」というよりもむしろ「集
団アナキー」の危険を伴う組織集団であるとみなされているア）例えば，経済的
結合は「諸結合の支配権能は何か」，「結合公国」（経済的結合を含めた諸結合を
あたかも君主とみなし，君主を公と呼ぶ国であるかのように，諸結合の中の位
-16 (16) -
置づけも権能も大きいという意味である。ブリーフス〔G.Briefs）の言葉）;26) 
「利害の大市」，「見えない政府J，「政策の非経済イじ」及び、類似の表現という定式
化において呼称されている。また，経済的結合はアングロ・アメリカ圏では「圧
力団体」と呼ばれており，これは経済政策に及ぽす圧力が鋭いという点で特徴
を持つべきものである。それらの呼称の聞には，基本的には認められた期待で
きる判断，それが批判的な判断であっても，組織集団ないし結合の形成の際に
は，既述のようにガルプレイスの「対抗力の概念」のような，すなわち，対立
する諸結合が持っている勢力の構造的手段として把握できる概念や判断があ
る。諸結合が存在し，その影響が及ぶので，一面的な影響を除去させるために，
対立する諸結合が創出されるべきである。
経済的結合が経済政策に及ぼす影響の大小について判断するためには，本質
的には次の少なくとも三つの問題領域の存在が問題点となる。
( i ) 第2節で述べたように，国家やあらゆる政策上の主管官庁は「国家の経
済政策に責任」を引き受けている：27）これに対して，経済的結合はそのような経
済政策の担い手である国家や主管官庁が経済政策上の責任を負わず，国家や主
務官庁にそれらの特定の経済的利害の視点から影響を及ぼすものである。経済
政策の行動は公的批判に責任を追7べき公的行動である。経済的結合が経済政
策の担い手に及ぼす影響は大抵の場合ひそかに是認され，まったく確証されて
いないことが多しその立証はむつかしい？）
(i) 「議会制度」は特定の経済的利害の永続的な影響を受けて生じる「漸次
的な構造変化」に支配きれる。政党も経済的結合の公的行動で弱められる場合
もある。このことは公共の福祉あるいは公益を指向した経済政策の決定に該当
せず，「経済的利害」が浸透することを意味する：制さらに，経済政策は基本的
に協調を意味する。経済政策はまた集団エゴの仮定の具体化を左右するので，
エネルギーが喪失する様式で、あることも意味する：30）そのような発展の最後の
結果は国家の義務ある立場に対比した一般性の結果が喪失することを意味す
る：31)
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(ii) 経済的結合を含めた殆どすべての結合はその利害の代表者に対して公
共の福祉あるいは公益に役立つことを要求する。この場合，極めて定義しにく
い表現である「公益」の立場も国家の経済政策と社会政策の定式化に置き換え
られる。シュメルダース（G.Schmolders）の研究では；32）次のことが論証され
ている。経済的結合を含めた諸結合は公益あるいは国家の経済政策と社会政策
それ自体の一般的な目的を判断しにくいのであるのか，それともまったく判断
できないので，その諸結合が公益のために投入する場合，諸結合の利害ないし
成員の利害がどの程度まで国家の経済政策及び社会政策の公益と一致するの
か附を「諸結合それ自体は判断できない」というのであるア）
ここで，（i）～（ii）に補充するために，経済的結合は「イデオロギー的に指
向Jできるし，そのことから経済的結合に即応した「政策的な結果」が得られ
ることに言及しておきたい。
一般に，国家の経済管理と経済政策の枠内で諸結合が求める様々な観念と諸
活動との聞には，一般原則について特定の一致が見られる。この点に言及でき
る。しかし，経済的結合を含めた諸結合の実践的方向も実践的行動も本質的に
は利害に条件づけられていることは否定できない。そのため，その諸結合が国
家の経済政策及ぴ社会政策に及ぽす影響は異なるという問題が生じる。その場
合，極端な結果では根本的に諸結合の本質に帰属する「保護・安全機能」は，
何よりもまず政党とその委任者に比べても国家の行政に比べても異なり，永続
的に用いられる「支配機能」に変わる。この点からみれば，一つの結合で、あっ
てもその成員がまとまって行動すれば，社会的勢力も政策的勢力も行使できる
可能性がある。
③ 「利害多元論」は諸結合の本質と特に経済的結合を持って形成され，そ
の社会学的・機能的意義を持っている。そのため，経済政策の諸問題において
も重要な共同も特殊な最適な努力も統制もいかにして可能でnあるかという問題
点が再三再四出てくる。それについて，経済的結合を含めた諸結合が果たして
いる役割に関する見解は殆ど一致している。すなわち，それは経済政策を決定
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するための貴重な物的貢献を果たし， しかもその諸結合で代表される経済分野
の関係，とりわけ諸結合の成員の社会的・経済的関係の包括的で的確な知識を
持つために果たしているという見解である。この見解がある限り，その諸結合
の測り知れないほど様々な波及作用すなわち影響もその利害を目論んだ方向も
合目的的に調整し，この国家の経済政策及ぴ社会政策をいかにーまとめにして
役立たせればよいのであろうか。それが問題である。
この問題点に関連して，次の（i）と (i）の二つのことを検討する必要がある。
( i ) 経済的結合を含めた諸結合が及ぽす影響の解消策には一般的形式があ
る。例えば，その諸結合の一面的で、浅薄な影響を和らげるか，それともまった
く喪失するかのどちらかという一般形式がそれで、ある。この形式はどの諸結合
に比べても対抗力理論の意味で対立する諸結合が明らかになるという点にみら
れる。このことは多種多様で、あるが，不可能なことである。なかんずし消費
者の側ではそのように組織化できないと思われるからである。
しかし，全体としてみれば，諸結合とそれに対立する諸結合が行動するとい
う双方独占的な摩擦が生じた場合，自己責任を負った「利害調整」に基づく機
械的な「妥協」というような根本的な調整策がある。
(i) 経済的結合を含めた諸結合は制度化できるのであろうか。その諸結合
の本来の制度化については，トゥーフトフェルトに依拠すればア5）本質的に二つ
の方法を区別できる。
（対 第 1の方法は「聴聞行動」あるいは「コンサルタント行動」である。こ
の方法の場合には，その諸結合は態度や立場の決定段階で定めている経済政策
の手段に関係している。聴聞は次の二つの場合に行われている。
一つは，決定権のある代表者自身あるいは決定権を委任した専門委員会が行
う経済管理から必要になる経済政策関連法律の草案づくりの場合である。
もう一つは，議会やその委員会が行う経済管理過程において可能な方法です
でに校閲した法案の場合である。この場合の聴聞は大抵の場合そのために設け
られた委員会が開催するのが通例である。
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（イ） 第2の方法は，その諸結合がその代表者の議席と発言権を持つ中央経済
委員会なるものの創出である。根本的には，経済政策の決定を義務的あるいは
随意に協議するのは様々な形態の専門委員会であるが，この委員会がどのよう
な決定方式を採るかということが問題点となる。その場合，一方で、は形式的な
組織形態が決定的な影響を及ぼすであろうし，他方ではその諸結合の関与の仕
方が決定的な影響を及ぼすであろう。それには，次の三つの形態がある：36)
最もゆるい形態は，専門委員会における諸結合がその時々に共有した形態で
ある。例えば，文書や口頭による決定，意見の開陳などという方式が最もゆる
い形態に該当する。この形態は根本的には経済管理あるいは議会やその委員会
の側からなされる聴聞（例。公聴会）に似ている。
比較的厳しい形態は，ある特定の規則的な経過の危険を伴う諸結合，非合目
的的な妥協の解釈を伴う場合の多い諸結合などの代表者の永続的な関与の仕方
から生じる形態である。例えば，スイスの混合型専門委員会がそれに該当す
る：37)
最も厳しい形態は，経営者の代表，労働者の組織集団（労働組合）の代表，
諸結合に依存しない専門家，消費者の代表がそれぞれ同数で構成するような本
来の中央経済委員会なるものの形態である。
④ 経済的結合が経済政策の意思形成に及ぽす影響については，部分的には
この事象の制度化についても，様々な改革案が提出されている。根本的には，
経済的結合も含めた諸結合の比較的良好な統制，つまり，本質的にはロビイス
トの登録とその報知義務をどのような方法で行うかということが問題点とな
る。さらに，その諸結合あるいは企業，企業者に対する代議士の指示や陳述も
考えられる。行政には，その責任の強さも行政の中立化を制度化したものも考
えられる。その際，何よりもまず官僚の後押しを断つという目的がある。もち
ろん経済的結合が経済政策の意思形成に及ぽす影響の「完全な調整」は殆ど不
可能で、あろう。
⑤ 経済的結合の行動に関する問題点
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経済的結合の行動については，本質的には次の六つの問題点があり，従って
検討方法がある？）
第 1に，経済的結合の対抗力の強度がどの程度かということである。この対
抗力は経済的闘争に対抗して経済的結合非加入者を守るより良い法的擁護者の
ものである。この擁護者は経済的結合の成員よりも合理的に行動し，経済的に
大成功を収めるので，経済的結合の成員はいわば市場放浪者を区別する手段を
用いたがるものである。このように，経済的結合非加入者を守る法的擁護者が
いるが，常にそのような試練が生じるというわけではないと思われる。
さらに，経済的結合の一つの形態である消費者団体の対抗力の強度が問題と
なる。消費者の利害は生産者の利害と関連するので，生産者の利害に公的に介
入し，干渉する問題（例。電力料金などの公共料金の決定）の重要な経済的判
断基準を提示するのは国家（政府）である。この国家の判断基準つまり経済政
策の意思決定に影響を及ぽすのは，消費者団体の勢力すなわちカ
意味の対抗力の強度で、ある。
第2に，経済的結合の行動は経済的・政治的なもつれを解き緩めることがで
きるか否かということである。そのための一つの卓抜した手段は経済的結合や
政党が財政運営に及ぼす影響を抑制することである。もう一つの手段は，既述
のロビイ主義の影響があっても議会やその委員会が行う民主政治の良さに言及
することである。これに加えて，専門家である行政官僚の強さも経済政策上の
官僚庇護者の宿命的な役割と経済的結合を含めた諸結合の代表者が民主政治の
遂行を和らげるのに加勢することができる。
第 3に，経済的結合が干渉基準をどのように決定するかということである。
「経済的結合の利害とその他の組織集団ないし結合の利害が衝突し，これに対し
て様々な議論と反論が出され，慎重な検討と考慮、を加えながら，経済政策を決
定しても，ある特定の確立した判断基準の観点を見つけようとしなければなら
ない汁）この種の大ざっぱな基準は，経済的自由が保証されるものや必然的な立
証責任を持つものに限定されるべきであるという根本的な規定である。この規
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定は，もちろんトゥーフトフェルトの意味の既述の「遮蔽イデオロギー」や行
動目的のない厭世主義にまどわされず，法的に確立済みの信頼すべきものでな
ければならない。経済政策には利益集団の影響に比べてフィルターとして作用
する的確な法的根拠が含まれているからである。
第4に，経済的結合が経済政策の隠滅を図ることができるか否かということ
である。このことを首尾よく図れば，それは経済的結合の諸問題を解決できる
本質的な前提となるであろう：40)
第 5に，多元国家ないし多元社会において経済的結合が「協調行動」をいか
にして秩序づけ，実践するかということである。この協調行動では様々な経済
的結合を含めた諸結合の勢力の配分が必要である：41）公平に商品分するためには，
シラァ（K.Schiller）によれば，経済政策の目的，手段及び担い手の多元性に経
済政策を策定し，実践する主管官庁が精通していなければならない：42）実際には
そのように精通しにくいという問題点がある。
第6に，経済的結合，特に利益集団（利益結合）が制度的にどこに位置づけ
られるかということである。この問題はすでに多くの国で試され，文献も一般
に有効な判断を示している。この点の可能性を要約した叙述は，例えば，ウー
トマン（K.J. U thmann）にみられる：43）本質的には，諸結合の内部構造の多く
の制度的形態を権力過程で区別することができる。すなわち，秩序ある協議体
制，各分野から選ばれた専門委員会，主管官庁の場合の顧問会議及び集権的な
経済協議会の活動などを区別できる。
3 経済政策の意思形成における結合の役割！と影響
経済政策の意思形成に参与するのは，経済政策の担い手となる選挙人（有権
者），経済的結合（特に，利益結合），世論，議会，政府及び行政である：ωこの
うち経済政策を決定するのは少なくとも「形式的には」議会である。政府は行
政権を持つ議会に経済政策決定の実施を委託する。議会は有権者の意思を実行
する必要があるのに対して，政府は議会の意，思に従って経済政策を実施してい
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る。実際には，政党は議会の意思形成機能をしのいで責任を負っている。政党
はむろん具体的な政策の意思形成の場合には，どのような参与の仕方で先導権
を発揮し，どの程度の強きでその状態が絶えず変移する影響を有利に与えるこ
とができるであろうか。それは論証しにくいことである。議会あるいは政府が
経済政策の最終的決定権を持っていても，型にはまったおきまりの決定過程が
ある。政府は誰によっていつどのような衝撃が経済政策の意思形成を目論むか
を遅ればせに調べることなど滅多にしないものである。大抵の場合，有権者あ
るいは人々はインサイダーとしてのみ意思形成過程をかいま見るにすぎない。
経済政策の意思形成が示される場合，それも段階的で制度的な場所に局限され
たときの成果だけが僅かに存在している。
これらのことを考慮して，議会及び行政が実際には政党，利益結合及ぴ世論
から出る多種多様で変移する影響を表わしたものが図 2-2である：45）この図
に基づいて，経済政策の意思形成を，例えば，有権者から始めれば，有権者は
図2-2 経済政策の意思形成における結合の役割と影響
資料：ヴ許イットマン「政策的意思形成における諸結合」（キルシュ， G.と
ヴbイットマン， W.『諸結合』 1976年， 2 -13頁，特に 3頁，に所収。）
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議会に着いて政府へ流れ，有権者に戻る。しかし，政党と世論を同時に諸結合
の作用へ続いている。図では，根本的には経済政策の意思形成は一つの過程で
表わされている。この過程の始まりが有権者の場合にはある場所に局限できる。
この過程は循環している。有権者は民主政治では経済政策の意思形成に参与で
きるが，一般に市町村の場合を無視すれば，個々の経済政策問題で直接決定す
ることはできない。有権者は国会議員を選ぶという経済政策の意思形成の形態
に参加させられるので，有権者自身の選択が自分の選好に相応する政策に役立
つことを期待して政党や人物を決める。通例，有権者は経済政策の諸目的とそ
の実現を要請するための先導性を発揮できないが，それを発揮するのは政党，
利益結合及び政府である。そのため，本質的には有権者の活動は制約される。
議会選挙の場合には，政党が提出した政党や計画が支持されることも拒絶され
ることもあり，これに基づいて有権者の活動が制限きれている。
有権者は「結合民主主義Jの不備について十分に語っていない。経済政策の
影響は間接的に生ずることである。その際二つの見解に意味がある。
一つは，経済的結合を含めた諸結合の代表者には議会，政府及ぴ行政が入る
ので，これらの代表者は行政の意思決定構造の変化や執行権を自己に有利に導
こうとする可能性を提供するということである：46)
もう一つは，経済的結合を含めた諸結合が行政の優位も利用し尽くし，行政
と良い接触を保ちながら，経済政策の意思決定過程に影響を与え続けるという
ことである（図 2-3参照）:47）この影響は広範にわたるので，場合によっては
諸結合は法案準備に関与する行動もまったくあり得ないことではない。その法
案実現段階でも影響を利用し尽くすためには（図2-2），その諸結合は議会の
同意と法案の実現を行政を通じて狭く明示する必要がある。このことからその
諸結合の経済政策上の努力は不完全で、部分的で「当てにならない」性格のもの
であることになる。この意味で，その諸結合は経済政策の決定の際に直接協力
できるのて三国会議員の数や能力についてもできるだけ強く議会とその委員会
を支持している場合もある。
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図2-3 経済政策の意思形成過程とその決定過程の構成範囲
選挙人（有
世
件
資料：メーラァ， F.『経済政策の問題としての目的・手段競合』 1970年， 66頁。
（注）~診公的決定ルート
一一＋見解及び意思形成ルート
一一歩意思形成過程及び決定過程への影響の方向
一一〉公的統制機能及び公的検討機能
血盟2l2>決定の実行（執行）
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さらに，政府が特定の組織集団に属する利益集団ないし利益結合に義務を負
わせていることを見逃してはならない（図2-3）。このことは最後は政党の資
金調達には依存しないことである。利益集団は経済政策の意思形成に影響を及
ぽし，政党の集団利益を考慮するので，有権者の投票を確認する場合には，次
の傾向を指摘できる。
① 政党と議会の成員は，今後ますます一つあるいは多数の利益結合の代表
者と同じ意味のものになるであろう。
② 経済政策の意思形成の際には，その諸結合の影響は経済政策の利益に有
利な秩序政策の展開には及ばない。政党はできるだけ多数の有権者の投票数を
得るために，何よりもまず自己の政策や計画を国家の秩序や経済秩序の諸問題
に向けるので，その諸結合は特定の成員の経済的利益を問題にしがちである。
さらに，その諸結合の影響は増大しているので，経済政策の短期的問題にも
長期的問題にも及んでいく傾向がある。特に，その諸結合が経済政策の課題を
長期間にわたって解決しようとして長期計画を策定する場合には，短期計画の
策定は得策ではない。それに加えて，その諸結合が「秩序政策J に及ぼす影響
については，経済政策の将来の諸問題の解決に役立つ経済体系の存在が果たし
ている本源的な役割を解釈することによってわかってくる。
その諸結合が経済政策の意思形成に及ぼす影響は，極めて重要な要求であっ
ても，一つであるにすぎない。その影響が集中するのは経済の情報ネットワー
クの市場権力とその多きである。市場権力とその大きさは財政支出の投入の場
合に顕著に現われる。諸結合の中でも，経済的結合が情報を駆使して経済政策
の意思形成と議会に影響を及ぼすことはできる。このことは有権者の選好に基
づく財政政策の問題である。
各結合の内部と諸結合間では「利益均衡」が生じるので，この利益均衡は諸
結合が経済政策の意思形成に及ぽす影響いかんによって生じるヂ）この場合諸
結合の中央集権組織の連合は大きな役割を果たしている戸）このような連合は
財政手段を通じて強力な要求を貫徹する状態にある。諸結合の財政権力は，政
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府や行政だけでなく，政党の財政力，議会の経済的利益の保留から構築される
ものである。この方向で諸結合の影響力を考慮した釣合の取れた政策的な権力
配分を変更させるために経済政策の努力を将来にわたって継続していく必要が
ある。
諸結合の現状は，政党，議会，行政などの手によるだけでなく，やはり世論
の操作いかんによって変わってくる。諸結合が本来の無言の圧力でなく，テレ
ビ，ラジオで財政手段を要求する場合，特別の利益は世論がもたらせている。
最後に，諸結合のっち経済的結合のよフな利益結合が科学的支点を持つとは
考えられない。しかし，その支点ないし支柱を持てば，利益結合は核心問題で
は情報段階，協議段階及び決定段階において重要な優位な立場を占めることが
できるはずである。利益結合の重要な手段はもっぱら警告，命令，威嚇である。
その例として，労働組合のストライキの威嚇，成員への利益集団の推薦，従来
投票してきた政党以外の政党への投票などがある。一つの利益集団の勢力状態
は，既述のように，本質的には成員数，組織度，財政カ，可能性のある非成員
の影響下にある潜在的な有権者，財政力にも依存する情報政策の手段の効率，
人と集団数で決まる利益集団の勢力状態，ある種の目的とこの目的を特定の時
点で得ょうとする範囲，行動相手の勢力状態と他の勢力の担い手の勢力状態，
どのような相互依存関係のもとで利益集団がその影響を波及させることなどの
様々な要素に依存している：50）このことからみても，利益結合が科学的支点ない
し支柱を持つことは考えられない。
第4節 経済政策の多数の担い手の調整問題
経済政策には多数の目的や利害があることは，経済政策の担い手が多数存在
していることにも関連している。この多数の担い手をどのようにして調整すれ
ばよいのであろうか。
この問題については，原理的に次の方法論で記述している。まず第一に，経
済政策の担い手の多元性を考える。第二に，経済政策の多数の担い手の調整を
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調整方法や意思統ーの形成に関わる経済的利害の調整の視点から考える。
1 経済政策の担い手の多元性
経済政策の担い手が多数存在すること，つまり経済政策の担い手の多元性は，
ピュッツの意味の「誘導市場経済」における経済政策の多数の目的を実現する
ための多数の経済政策の手段を遂行する場合，国家（政府）は管轄諸官庁に分
けられ，それぞれの官庁が経済政策の決定権を分与され，行政組織が高度に細
分化されているので，経済政策の決定に関わりを持つ機関は高度にしかも組織
的に多元的になっている：51）さらに，経済政策の担い手ともなる組織集団ないし
諸結合も多数にのぼっている。とりわけ，経済政策の意思形成に，つまり政府，
議会とその委員会に，特にそこでの立法に影響を及ぽす多数の利益結合（ない
し利益集団。これに圧力集団も含める。）が存在している。
2 経済政策の多数の担い手の調整
(1) 経済政策の多数の担い手の調整可能性
経済政策の多数の目的を実現させるための経済政策の多数の手段は，その効
果ないし作用を他の領域へ波及させている。この波及効果が経済政策の合理性
と有効性を損なうものであり，その手段の聞の相互作用が波及しない危険があ
る場合には，そのような多数の手段を除外しようとするために，経済政策の多
数の担い手が登場し，増えるであろう。よく言われる「揮然からの経済政策；52)
はそのような不利を避け，その場合の経済政策に対応した経済政策の多数の担
い手の様々な活動の調整を可能にきせるであろう。この調整は合目的的に経済
政策の決定段階の諸活動だけでなく，他の段階の諸活動にも関連する。
(2) 経済政策の多数の担い手の調整方法
このような調整にはどのような調整方法や調整機構があるのであろうか。経
済政策の多数の担い手による経済政策の諸決定の調整方法は，ピュッツによれ
ば，次の三つの調整方法がある：53)
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① 内的調整と外的調整
内的調整とは，経済政策の多数の担い手の手段が目的整合的に調整きれる場
合；54）この意味の調整が経済政策の一人の担い手の決定領域の内部で行われる
ことである。この内的調整は強制的に保証されるものである。この顕著な例は
財政政策の中央銀行（例。日銀）における重要な調整方法である。財政政策の
策定においては，特に予算の枠内で歳入歳出面では，政府の政治的・政策的支
持を受けた行政官僚は実に多数の政策手段や政策変数を調整しなければならな
いからである。
これに対して，外的調整とは，経済政策の複数の独立した担い手の多数の手
段の調整を図ることである。この外的調整は多種多様な手段が自律的にしかも
自由な意思で相互に調整されるところに特徴がある。このような外的調整は本
来困難なことであり，外的調整の内部化もその集権化も困難で、ある。第2次世
界大戦のような平時経済から戦時経済への移行やその逆の移行は，調整の内部
化や外部化過程を示し，あるいは経済政策決定の多数の担い手の集権化や分権
化を表わす典型的な事例である。
② 垂直的調整と水平的調整
垂直的調整とは，公共政策の担い手が国と地方自治体において多数存在する
場合には，景気に影響を及ぼす景気政策的財政政策（補整的財政政策），経済成
長や経済発展に短期的・長期的な影響を及ぼすインフラストラクチャ一政策（産
業基盤政策）などに必要な財政収入や財政支出の適切な調整が必要になるが，
この場合の調整方法のことである。地方自治体が国に自己の意思をはっきりと
強く主張する場合には，なおさらこの垂直的調整が必要で、ある。
これに対して，水平的調整とは経済政策の多数の担い手が国家構成上同じ水
準で，その上政治上上位下位の区別なく，全国水準で、行動する場合の調整であ
る。水平的調整は政府や中央銀行の貨幣政策，金融政策，経済安定政策では極
めて重要な意義を持っている。また，地方自治体の地域的な政策（生活環境，
産業政策，教育，地方税，地方道路など）も関連する地方自治体の最適の協力
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という水平的調整があれば，その政策的手段の投入効果は．大きい。
この調整は圏内の水平的調整だけで重要なのではない。方、ット， Ec, 日米
経済摩擦などにみられるように，国際的あるいは超国家的レベルにおける貿易
政策，関税政策，通貨政策，知的所有権，農業政策などでも，やはり国際的な
あるいは超国家的な水平的調整が求められている。
③ 非公式的調整と公式的調整
非公式的調整とは，経済政策の多数の担い手が投入するその時々の手段の「調
整のためにとる自然発生的な非常規的行動である。（中略）この調整がマクロ経
済政策の合理化に貢献するところは僅少で、ある。しかし，この非公式的調整か
ら別種の公式的調整が生じてくることも稀で、はない行）
その公式的調整とは，ピュッツによれば，経済政策の多数の担い手の様々な
手段の「相互調整が経済政策の合理化を図るために常用される手段として意識
的に意図あるいは計画される場合？）の調整で、あり，二つの調整に分けられてい
る。一つは，経済政策の「目的構想，状況分析，予測，施策勧告などの意味で方
向づけの性格を持つことができる；叫常規的な’情報を通じて経済政策の多数の
担い手に利用できる手段を提供することにその調整を限定することもできる？）
という場合の公式的調整である。そのょっな性格を持つ常規的な情報は，政府
（内閣つまり主管官庁），各省庁，中央銀行，利益結合，政府から委任された学
識経験者や顧問研究所など，きらに国際的ないし超国家的機関などを通じて多
数の人々に利用されている。
もう一つは，政府が経済政策の多数の担い手に「政治的・道徳的な義務づけ
の形で、規定されたナ）「特定の行動準則を設定する方法で調整するための姿勢を
一段と強力に働きかけようとするアO）場合の公式的調整で、ある。この調整の例と
して，ピユツツは西ドイツ当時に策定・実施されている「経済安定成長促進法」
(Das Gesetz zur Forderung der Stabilitat und des Wachstums der Wirts-
chaft, 1967年7月8日施行）第4条を挙げている：61）これは，立法者は経済全体
の均衡が国際経済的要因で撹乱された場合には，連邦政府は国際的調整のあら
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ゆる可能性を利用しなければならないという要求を法的根拠として認めている
ものである。同法第3条では，「第1条に掲げる諸目的の一つでも危ういと思わ
れるときには，連邦政府は地方公共団体，労働組合，企業者団体が相互に歩調
を合わせた行動をとるょっに，方向づけの資料を提供しなければならない」と
規定している。これらの条文は公式的調整の方法を提供したものである。
(3) 経済政策の多数の担い手の意思統一の形成に関わる経済的利害の調整
経済政策の多数の担い手が経済政策決定の際の意思統一を形成するために
は，何よりもまず経済的利害の多元性を調整することが肝要で、ある。
このような調整はどのようにして実現するのであろうか。それは，オーム，
シャツハトシャーベル，ヴィットマン，ヴ、エルナァ，ピュッツなどによれば，
①情報の有無とその流れ，②交渉の有無とその形態，③調整組織の有無，④制
度化された調整機構の有無，⑤自由意思の投票などにおいて経済的利害が根本
的に入ってくるか否かによって異なってくる。達成可能な調整の度合いも異な
ってくる。
① 情報の有無とその流れ
ピュッツは，情報の概念を「伝達，照会，教示，啓蒙を含めた広義に解して，
統一的な集団選好が形成され，妥協が成立し，また投票が機能する場合に，有
利な作用を及ぼすプ2）という想定から，情報の有無が調整に影響することを説い
ている。その概念の情報があれば，経済政策の意思形成問題を最良に解決する
場合に多少とも役立つが，情報が不足すれば，その問題に関連して経済的利害
の相違や対立が顕在化する。つまり，「経済政策の意思形成過程における利益貫
徹の可能性，様々な利益集団の経済状態の相互依存性，マクロ経済の目的と特
殊集団の利益との両立可能性，短期的利益と長期的利益の相違と両立性など，
これらに関する s情報不足；63）は，「仮象の衝突，すなわち，憶測だけによる利害
対立に導く可能性がある。社会や経済の全体関連が複雑になればなるほど，集
団的な意思形成には情報がますます重要となる行）
情報の流れは，ピュッツによれば，大別して（i）利益代表ないし利益結合（団
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体）の相互情報，（i）政府と利益代表との相互情報，（ii）統計局，データパンク，
研究機関，諮問委員会，学識経験者などの公私の情報「生産者」による政府や
利益代表への情報提供の三つの流れがある：65）この場合の情報提供は，広義では
「説得」，つまり理由を示して人をある特定の見解に導くことも含むものとピユ
ツ、ソは解釈しているヂ）
経済政策の意思形成問題の解決の際に，イデオロギーや経済的利害と対立し
でも，議論や論争抜きの「説得」が良好な解決策になり得るための優れた役割
を果たしていることを見逃してはならない。
② 交渉の有無とその形態
情報の提供をはじめ，議論，論争，立論などは，経済的利害の相違，対立及
び衝突を緩和するのに適している。経済政策の多数の担い手の合意が成立しな
い場合には，交渉過程でなされる「妥協が，経済政策において統一意思を形成
するための『次善』の，しかも実際には最も重要な方法となる：67）経済的利害は
特定の目的設定や要求の形で表わされるので，妥協のためには，経済政策の諸
目的が多種多様な形で実現できる可能性がなければならない。
経済政策の意思形成における妥協のいくつかの形態と適用領域は，ピュッツ
によれば，次の三つに区別できるヂ）
( i ) 経済政策の多数の担い手個人の内的妥協
ある一人の担い手が二つあるいは二つ以上の競合的（背反的）な目的169）を追
求し，それらの目的の完全な実現は断念せざるを得ない場合には，その人は一
つの妥協で、それらの目的の実現度を決定する。
(i) 経済政策の多数の担い手個人聞の妥協
これは組織集団ないし結合に所属する多数の担い手の聞の妥協である。例え
ば，政府，政党首脳部，利益結合（利益団体）幹部などの聞の妥協，政党や利
益結合の成員同志の聞の妥協などが該当する。
(ii) 経済政策の多数の担い手ともなる組織集団聞の妥協
これは利益結合聞の妥協，政党聞の妥協，利益結合と政党と政府の聞の妥協，
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各省庁聞の妥協，政府と中央銀行の聞の妥協，固と地方公共団体の聞の妥協な
どの妥協である。
利益結合聞の労働協約や賃金に関する団体交渉では，当事者以外の第三者が
仲介者あるいは調停者の労を取って，妥協の成立を推進する場合がある。妥協
の形成に基づく経済的利害の調整は仲介者ないし調停者の存在そのものが極め
て重要である：70）その他の妥協も特有の妥協171）がなされている。
「経済的利害対立が強ければ強いほど，経済政策や社会政策における意思形
成に対する利益団体の影響力が大きければ大きいほど，（中略），統一意思を形
成するための妥協的な利害調整や調停機関による交渉過程の促進が，それだけ
ますます重要になる行）
③調整組織の有無 既述の内容が該当する。
④ 制度化された調整機構の有無
制度化きれた調整とは，経済政策の多数の「担い手が法律もしくは自由な取
決めに基づいて，あるいは定期的に集まり，あるいは経済政策関連の特定の事
象が生じたときに集まって，それぞれ計画した諸施策を調整する場合にのみナ）
名づけられた調整である。例えば，閣議，特に経済閣僚会議， ドイツの協調行
動（KonzertierteAktion) ;74）常規的に活動する評議会，顧問会議，諮問委員会
などはその調整の好例である。
制度化は，社会的な学習過程すなわち行動や行いで学ぶ学習を経済政策の統
一意思の形成領域においても促進する可能性がある？）
⑤ 自由意思の投票
政治的な意思形成問題の解決策として極めて重要な方法は，単純多数決原理
による投票つまり選挙である。この民主的な意思形成は，経済政策の多数の担
い手だけでなく，多数の人々の一致した意思表明，すなわち，統一意思の形成
が国の意思として全国民に適用される一般規範になる。
しかし経済政策の意思形成過程では，単純多数決原理による投票の方法は
統一意思の形成や妥協に比べてそれほど大きな役割は果たしていない。それで
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も，議会で代議士が経済政策関連法案， とりわけ予算案について投票する場合
には，議論と投票による意思形成は形式上ではあるが，極めて重要な役割を演
じている：76)
むしろ本質的には，また実質的には，経済政策関連法案・事項の重要な意，思
形成過程はトゥーフトフェルトが名づけた「前議会的領域」で，つまり政府の
内部，政党の内部，政党間，政党と利益結合の間，政府と政党と利益結合の間
でなされた「妥協」ですまされている場合が多い。
これに対して，投票は政党の内部や利益結合の内部などでなされる意思形成
の際に極めて重要な調整方法である。「多数の当事者の交渉にあたっては，類似
の選好構造をもっ当事者間に連合が形成される傾向がある。連合が成立すれば，
次は少数の当事者聞の交渉と妥協になる。妥協と情報は多数決投票によって集
団的意思形成が『機能』するときにも重要な役割を果たしている。選挙人（有
権者）が独自の考量に基づいて選挙すれば，『選ぶ』べき選択肢について十分で、
明確な情報が必要で、ある。（中略）。『多数』は通常完全な同意ではなく個人の内
的妥協の決定となるであろう：77)
いずれにしても，交渉や投票の仕組みは当該社会が議論や妥協や多数決原理
などを原則的に肯定する立場をとる場合にしか機能しないものである。
(4) 経済政策の多数の担い手の調整課題
経済政策の多数の担い手の調整課題ないし調整上の問題点は，制度化された
調整機構の形成を図り，その機構の有効な作用方法で作用範囲を考えるべきで
あるという点にある。望ましい完全な調整を行うことは難しい。もっと難しい
ことは，科学的経済政策に基づいてその調整問題を助け，あらゆる基準や立場
や状況に依拠した調整は必然的に重要なことである。この新しい認識は以前に
比べても比較できないほど高まっている。この認識が高まる事情については，
様々な原因がある。ここではそれに言及していない。
公的な関わりの強い経済政策の担い手は少なくとも原則として公益を掲げて
行動する。このことは多数の担い手を調整するためには有利なことである。
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一般に，経済政策の決定権限の分与には大きな意義があり，しかもその点へ
の熟慮があり，経済政策の多数の担い手が存在する経済体系（誘導的市場経済）
において反論の余地のないできるだけ効率的な経済政策はその多数の担い手を
どのように調整するかが課題である。この場合，多数の担い手の間に類似性が
あるか否かが問題点となる。経済政策は公的な及び公的で、法的な経済政策の多
数の担い手の調整を考慮すれば，この最後の問題点は原則だけでなく事実とし
て解釈できるのかということである。
既述のように，経済政策の担い手ともなる多数の組織集団ないし結合の経済
政策活動の調整がまた困難なことである。組織集団ないし結合にはしばしばそ
の経済政策活動を行う決定権限が欠けている。そのため，多数の担い手が経済
的利害を要求するためにその活動範囲を広げようとする傾向がある。その作用
範囲を拡大するためには，何らかの調整が必要で、ある。
むすび
経済政策の担い手の中心は国家である。このほかに，経済政策の担い手とも
なるのは組織集団ないし結合である。ここでは，この組織集団ないし結合の経
済政策活動の機能と秩序機構の重要性を強調した。さらに，経済政策の意思決
定問題における国，組織集団ないし結合の多数の担い手の調整について明らか
にした。
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